〇〇地方裁判所　民事部御中

訴　　　状

平成００年００月００日

　　〒０００－００００　住　　所

　　　　　　　　　　　　原　　　　　　　　告　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（送達場所）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　００－００００－００００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファックス　００－００００－００００

　〒０００－００００　住　　所

　　　　　　　　　　　　被　　　　　　　　告　　　〇　〇

　　〒０００－００００　住　　所　

　　　　　　　　　　　　被　　　　　　　　告　　　Ｘ　Ｘ

建物明渡等請求事件

　訴訟物の価格　　金　　　　万　　　　円

　貼用印紙額　　金　　　　　　　　　円

請求の趣旨

１　被告〇〇は、原告に対し、別紙物件目録記載の建物を明け渡せ。

２　被告らは、原告に対し、金　　　　　円と平成　　年　　月　　日から別紙物件目録記載の建物明渡済みまで１か月金　　　　　　円の割合の金員を支払え。

３　訴訟費用は、被告らの負担とする。          　　

　との判決並びに仮執行の宣言を求める。

請求の原因

第１　建物の賃貸借契約、連帯保証契約

　１　原告は、被告〇〇（以下「被告〇〇」という）に対し、平成　年　月　日、別紙物件目録記載の建物（以下「本件建物」という）を下記のとおり賃貸した（甲１　契約書）。

記

　　　賃貸借の期間　平成　　年　　月　　日から同　　年　月　　日までの

〇〇年間

　　　賃　　　　料　１ヶ月金〇〇〇〇円

　支払方法　当月分を毎月末日限り

２　被告ＸＸ（以下「被告ＸＸ」という）は、同　　年　　月　　日、本件建物賃貸借契約契約締結の際、原告に対し、被告〇〇の本件建物賃貸借契約から生じる債務について連帯保証人となることを申し出、原告はこれを承諾した（甲１）。

第２　賃貸借契約の法定更新

原告は被告〇〇に対し、平成　　年　月　日までに本件建物を引き渡した。

　その後、賃貸借契約が平成　　年　　月　　日に期間が満了する際、被告〇〇が本件建物に居住していたことから上記本件建物賃貸借契約は法定更新された。

第３　賃貸借契約の解約

　１　被告〇〇は本件建物の賃料を同　年　　月分から滞るようになったが、平成年　月初めの時点で、同月分を含め１２か月分の家賃合計金　　　万円が未払いとなった。

　２　原告は被告〇〇に対し、平成　　年　　月　　日付け内容証明郵便で家賃の未払いが同月分を含めて　か月分合計金　　　万円となったことを理由に、本件建物賃貸借契約の解約と未払い賃料金　　　万円の支払を催促し、その通知は同月　　日被告〇〇の自宅に配達された (甲２)。

第４　結語

　　　よって、原告は被告〇〇に対し、本件建物賃貸借契約終了にともなう本件建物の明渡しと、被告両名に対し平成　　年　　月末までの本件建物賃貸借契約の未払い賃料金並びに月　万　　　円の割合の賃料相当の損害金の合計として金　　　　　　　円と平成　　年　　月　　日から本件建物の明渡し済みまで１か月金　　　　　　円の割合の賃料相当の損害金の支払いを求め訴えを提起する。

以　上

物　　件　　目　　録

　所　　在　　

　家屋番号　　

　種　　類　　

　構　　造　　

　床面積　　

注　１　　建物賃貸借契約において賃料の未払いを理由に契約を解除し、建物の明け渡しを求める訴訟の訴状の例です。この場合は、連帯保証人にも未払い賃料を請求しています。

　　２　　初めに裁判所の宛名、日付（訴状を提出する日）、原告と被告の住所を記載します。提出する裁判所は、被告の住所地、不動さんの所在地、原告の住所地から選択できます。

　　　　　訴訟物の価格、貼用印紙額、事件名は裁判所の受付で相談したほうが良いでしょう。建物明け渡しの場合は、役所で固定資産税評価証明書をとって裁判所の窓口に持参してください。

　　　３　次に請求の趣旨を記載します。これは裁判所にこのような判決をしてください、という内容になります。これを間違えるとせっかく判決をもらっても強制執行できないことになるので注意が必要です。不動産の明け渡しの場合不動産は別紙として物件目録を作成します。金銭の請求は、未払い賃料と解除後明け渡しまでの賃料相当の損害金です。月の途中で解除する場合、厳密には家賃と賃料相当の損害金を日割り計算する必要がありますが、それは面倒ですから、解除の日の前月分までを計算して家賃合計を計算し、その後のは１か月いくらという請求で構いません（つまり１カ月だけ家賃と損害金が混じっていることになります）。

　　　４　仮執行というのは、判決が確定前に仮に執行できることを許すという裁判所の判決です。仮執行の宣言がないと判決確定まで強制執行できないことになります。

　　　５　次に請求の原因という項目で、原告の請求が認められる基礎となる事実を記載します。この辺を理解しようとすると法律的な議論となり難しいところですので、必要なことだけ記載するという理解でよいでしょう。

　　　　　必要なことは、家を家賃を決めて貸し渡したこと、家賃支払いがないこと理由に契約を解除したことです。連帯保証人との関係では、連帯保証を約束したこと、が必要な事項です。

　　　６　最後に、まとめとして請求の趣旨に書いた請求の理由をまとめて書きます。

　　　７　訴状と一緒に、原告の証拠として、賃貸借契約書、解約通知書、配達証明書などを、甲０号証と順番を付けて提出します。

　　８　提出する部数は、裁判所が保管する正本と被告に渡される副本（被告一人につき１部）です。ほかに予納郵券といって切手を６４００円分収めるよう指示されます。

　　９　訴状を提出して受付されると事件番号がつきますので忘れないよう記録しておいてください。裁判を早く開きたいのであれば、事件番号と担当部を聞いてその足で担当部へ行き、訴状に問題なければ期日を決めてもらうこともできます。

